
地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費【令和２年度決算】

　 地方消費税の税率引上げに伴う増収額５００，９２５千円（地方消費税交付金）については、その全額を社会保障施策に要する経費に充当。

[歳　入] 地方消費税交付金

[歳　出] 社会保障施策に要する経費 （うち一般財源　３，４１９，３０８千円）

[単位：千円]

国庫支出金 県支出金 市債 その他 増収分の
地方消費税交付金 その他

1,004,350 451,306 238,853 80,000 234,191 障害者自立支援費     　        80,000

105,258 489 2,650 102,119

1,985,257 1,047,866 383,761 21,956 130,000 401,674 私立認定子ども園施設型給付費　 20,000
私立保育所措置委託料 　 　　　110,000

198,768 67,170 226 225 35,000 96,147 児童扶養手当　35,000

709,773 529,922 31,840 3,375 144,636

1,891 1,276 615

258,270 96,530 18,480 120,000 23,260 医療扶助費　　　　　　         80,000
小児市助成医療扶助費　         40,000

4,263,567 2,097,540 751,699 0 46,686 365,000 1,002,642

598,682 25,158 12,579 70,925 490,020 介護給付費繰出金　             70,925

282,313 44,287 129,675 108,351

672,602 100,315 838 65,000 506,449 後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金　65,000         

378,482 1,099 273 9,712 367,398

1,932,079 70,544 242,842 0 10,550 135,925 1,472,218

149,209 3,929 1,189 4,332 139,759

17,555 13,500 4,055

769,709 170,000 300,000 299,709

936,473 173,929 1,189 0 317,832 0 443,523

7,132,119 2,342,013 995,730 0 375,068 500,925 2,918,383

※　主に地方単独事業及び国庫補助負担金事業等における社会保障施策に要する経費を計上。

　　事務費や職員人件費（サービスに直接従事しない職員分）等は除外している。ただし、市町村職員共済組合負担金等については計上。

合計

保健衛生

疾病予防事業

医療提供体制確保事業

市民病院事業

小計

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

後期高齢者医療事業

共済組合負担金

小計

一般財源
充当内訳

社会福祉

障害者福祉事業

高齢者福祉事業

児童福祉事業

母子福祉事業

生活保護事業

生活等支援事業

医療費助成事業

小計

５００，９２５千円

７，１３２，１１９千円

事業名 経費
特定財源


